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資料 Ⅵ-7 在日米軍の兵力体制の再編（艦載機の移駐図）
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資料 Ⅵ-8 提供施設返還手続図

[ Ｐ 20 参照]

＜返還事務手続＞

　　　　　〔条件付き〕 〔条件なし〕 〔条件付き〕 〔条件なし〕

　返還の40日前

　返還の30日前

〔返還後の措置が必要な場合〕

　　　物件撤去等工事

官　報　告　示

　　〔米側から返還提案
　　　の場合〕

FSCに返還提案

（注）FSC･･･施設特別委員会
　　　　JC･･･日米合同委員会

施設庁から土地所有者に対し賃貸借契約の終了を通知

土地所有者（関係省庁）
に意向確認

閣　議　決　定

政府間協定の締結

申請者に意見照会

〔返還要請地が民公
　有地の場合〕

関係省庁における
財産の処理

引　渡　し

JCで承認（返還合意）

施設庁はJCに付託

施設庁は申請者（土地所有者）
にJC承認を通知

米軍は施設庁に返還予告書の発出

返　　　還

施設庁は関係省庁
にJC承認を通知

関係省庁に意見照会

関係省庁から回答 申請者の回答

米側からFSCを通じ施設庁に回答

〔返還要請地が国有地
　の場合〕

申請者

施設庁に返還申請

施設庁はFSCを通じ
米側に返還提案

申請者

関係省庁に返還申請

関係省庁は施設庁
に返還申請
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資料 Ⅵ-9 米海軍横須賀基地に関連する諸問題について

( 昭和 47 年 11 月 15 日付、 外務省アメ リ カ局長から 横須賀市長あて 文書の要旨)

[ P59 参照]

１ 米国政府は、 乗組員家族を 海外に居住さ せる 計画を 有し ている が、 第７ 艦隊き 下の通常型航

空母艦１ 隻( ミ ッ ド ウ ェ ーの予定) 乗組員家族( 約 1, 000 世帯程度) を市内及び周辺の民家を 借り

上げて居住さ せる 。

こ のためには、 新たな 施設・ 区域の提供を要する も のではない。

政府と し ては、本件家族居住は、安保条約及びその関連取極上差支えないも のと 考えている 。

なお、 本件と原子力推進航空母艦の寄港問題と は全く 関係がなく 、 同航空母艦の本邦寄港は

現在は全く 考えられていない。

２ 追浜地区の土地造成事業のための米軍提供水域の一部解除に関し ては 、 日米合同委員会施設

分科委員会において、 日本側提案のとおり 提供水域の一部解除に同意する 旨の回答を得た。

３ 米海軍艦船修理部の一部( １ ～５ 号乾ド ッ ク ) の返還問題は、 日米関係当局間において協議を

継続し ている が、 結論を得る に至っていない。

政府と し ては、 従来の了解どおり 、 返還を実現する と の前提の下に、 こ の際、 中間措置と し

て地位協定２ －４ －ａ による共同使用によ り 、 日本側の実際的使用を実行に移す。 こ の場合１

～３ 号乾ド ッ クは海上自衛隊に、 ４ 、 ５ 号乾ド ッ クは、 し かるべき 民間業者に使用さ せる 。

なお、 こ の共同使用措置のために、 日本人従業員の解雇はない。

資料 Ⅵ-10 米海軍横須賀基地に関連する諸問題について（回答）

( 昭和 47 年 11 月 21 日付、 横須賀市長から 外務省アメ リ カ局長あて 文書の要旨)

[ P59 参照]

１ 乗組員家族を居住さ せる 旨の申し入れについては、 市民の中で基地の恒久化、 機能の拡大強

化につながる も のと 危惧する も のも あり 、 寄港に伴う 市民生活への影響を特に考慮願いたい。

原子力航空母艦の寄港は将来にわたっても ないよ う 特に配慮されたい。

２ 追浜地区米軍提供水域の一部解除については、 その早期実現を要望する 。

３ 米海軍艦船修理部の一部( １ ～５ 号乾ド ッ ク ) の返還までの中間的措置と し ての共同使用( ２

－４ －ａ ) は現状においてやむを得ないが速やかに具体的使用のあり 方を調整されたい。

なお、 調整については、 本市の意向を十分参酌の上処理されたい。
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資料 Ⅵ-11 米国の原子力軍艦の安全性に関するファクト・シートの概要

（ 平成 18 年４ 月 17 日、 外務省日米安全保障条約課） [ P61 参照]

１ . 米原子力軍艦の安全性に関する 米国政府の保証

・ 1964 年以来、 米原子力軍艦は日本の港（ 横須賀、佐世保、ホワイ ト ビーチ） に延

べ 1200回以上寄港し てき ている 。 日米双方のモニタ リ ングは、 米原子力軍艦の運

航が周辺の環境中の放射能の増加を引き起こ し ていないこ と を示し ている 。

・ 米政府による 米原子力軍艦の安全性に関する従来より の保証は引き続き堅持され

る 。 米国で適用される 安全性に係る全ての予防措置及び手続は日本を含む外国の

港においても厳格に実施される 。

２ . 海軍の原子炉の設計

・ すべての米原子力軍艦は加圧水型原子炉（ Ｐ ＷＲ ） を使用し ている 。

・ すべての米原子力軍艦は、 戦時の攻撃に耐え、 乗組員を危険から 防護し ながら

戦闘を継続でき るよ う に設計されている 。商業炉と の任務の違いのため、原子

力軍艦の防護壁（ 燃料、 一次系、原子炉格納容器、 船体） は、 商業炉と比べて

はる かに頑丈かつ耐性が強く 、 はる かに慎重に設計されている 。

・ 米海軍の原子炉の燃料は固体金属である 。燃料は、戦闘の衝撃に耐えられるよ

う に設計されており 、 燃料中の核分裂生成物を放出する こ と なく 重力の 50倍

以上の戦闘衝撃負荷に耐える（ 米国の商業用原子力発電所に適用される地震衝

撃負荷の 10倍以上） 。 米原子力空母の燃料交換は就役期間中に 1回であり 、

原子力潜水艦では燃料交換は一度も行わない。

・ 一次系は、炉心を収納する頑丈で厚い金属構造である原子炉圧力容器と一次冷

却水の循環パイプによって構成される 。 これら は、堅く 溶接されており 、加圧

された高熱の水を閉じこ める単一の構造体を構成し ている 。一次冷却水を循環

さ せるポンプは、密閉された水没型のモーター・ ポンプであり 、一次系の金属

の防護壁の内側に完全に収まっている 。一次系から はいかなる 計測可能な漏水

も発生し ないよ う に設計されている 。

・ 核分裂生成物は燃料から一次冷却水中には放出されない。一次冷却水中の放射

能の主な線源は、 極めて微量の腐食物であり 、 その放射能のレベルは、一般的

な園芸用肥料から検出される自然放射能の濃度とほぼ同じである 。

・ 原子炉格納容器は、特別に設計され建造された高強度の構造物であり 、一次系

及び原子炉を収納し 、 艦船の中心部の最も 防護された部分に位置し ている 。

・船体は、戦闘における大き な被害にも耐える こ と ができ るよ う 設計されている 、

極めて頑丈な構造と なっている 。

・ 米海軍の原子力推進機関に関する すべての面（ 研究、設計、建造、試験、稼働、

メ ンテナンス及び廃棄処分）は、合衆国海軍原子力推進機関プログラムが所掌

し ている 。合衆国原子力規制委員会及び原子炉安全諮問委員会は、海軍の原子

炉装置の個々の設計について、独立し て審査を行っており 、米原子力軍艦が公

衆の健康と 安全に不当な危険を及ぼすこ と なく 運航可能である と し ている 。

３ . 海軍の原子炉の稼動
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・ 最大級の海軍原子炉の出力は、米国の大規模商業用原子炉の５ 分の 1 に満たな

い。 また、 平均的な出力レベルは、 最大出力の 15％以下である 。

・ 原子炉は、停泊後速やかに停止され、出航の直前になって再稼働される 。入港

中、 業務に必要と なる電力は陸上から 供給される 。

・ 港に停泊中の米原子力軍艦の原子炉から放出され得る放射能の量は、典型的な

商業炉の 1％に満たない。原子炉の核分裂生成物の大部分は、原子炉が停止さ

れた後に速やかに崩壊し消滅し ていく 。

４ . 乗組員が受ける放射線量

・ 米原子力軍艦の万全の遮断により 、典型的な原子力軍艦の乗組員の年間の被曝

量は 0. 38 ミ リ シーベルト （ 2004 年） である（ 米居住者の自然の平均年間被曝

量（ 約 3. 0 ミ リ シーベルト ） の 15％未満。 ） 。

５ . 廃棄物の処理と メ ンテナンス

・ 米海軍は原子力軍艦から の液体廃棄物を、 日本の標準、国際標準に適合するよ

う 、 厳格に管理し ている 。 特に、 米国の政策は、 沖合 12 海里内においては、

一次冷却水を含む液体放射性物質を排出する こ と を禁じている 。

・ 固形廃棄物は承認された手続に従って米国内で処理される 。

・ 米原子力軍艦は、 過去 30 年以上の間、 使用済汚染除去剤（ 浄化のためのイオ

ン交換樹脂） を海中に排出し ていない。

・ 1964 年のエード ・ メ モワールの燃料交換及び修理に関する 米国の保証は引き

続き完全に堅持される 。

６ . 環境への影響

・ 米原子力軍艦の運航を通じて、人の健康、 海洋生物、環境の質に悪影響を及ぼ

すよう な放射能の放出は一件も発生し ていない。

・ 米国のすべての原子力軍艦及び補助施設から沖合 12 海里以内で一年間に放出

されたガンマ放射線を出す長寿命の放射能の総量は、 1971 年以降のいずれの

年についても 、 0. 002キューリ ー以下である 。 これは、原子力潜水艦 1 隻の体

積の海水の中で自然に発生する放射線の量より も少ない。典型的な米国の原子

力発電所一つは、 こ の 100倍以上の放射能を年間で排出する 。

・ 沖合 12 海里以遠の外洋において、 すべての米原子力軍艦が毎年放出するガン

マ放射線を出す長寿命の放射能の合計量は 0. 4キューリ ー以下（ 典型的な米国

の原子力発電所一つに許容される放射能の年間排出量よ り も少ない。 ） 。

７ . 環境モニタ リ ング

・ 日米双方のモニタ リ ングの結果は、米原子力軍艦の運航が人の健康、 海洋生物

及び環境の質に認識可能な悪影響を及ぼし ていないこ と を示し ている 。

８ ． 緊急対応/深層防護

・ 原子力軍艦の原子炉のオペレーターは、極めて少量の一次冷却水の漏れも直ち

に探知し 、 更なる問題につながる前に迅速に是正措置をと る こ と ができ る 。

・ 米原子力軍艦は、フェイルセーフの原子炉停止システムのほか、多重的な原子

炉安全システム（ 含む予備システム ） を有し ている 。例えば、 海軍の原子炉に

は、 電力に依存する こ と なく 、 崩壊熱を除去する能力がある 。

・ 海軍の原子炉は、 必要になれば、 緊急冷却及び遮蔽のために海水を取り 入れ、
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内部にと どめておく こ と が可能である 。

・ これら の多重的な安全システムによって、 海軍原子炉はオーバーヒ ート せず、

燃料系は破損し ない。炉心から一次冷却水中に核分裂生成物が放出される ため

には、これら 安全システム及び予備のシステムがすべて機能し ないと いう 、実

際にはあり 得ないよ う な事故の条件が必要になる 。

・ 米原子力軍艦の乗組員は、十分に訓練を受けており 、 いかなる緊急事態にも即

応でき る 。米原子力軍艦では極めて想定し難い原子炉事故のシナリ オのシミ ュ

レーショ ンをするよ う 求められている 。

９ ． 極めて想定し難い事故の場合の放射能放出の可能性

・ 原子炉の炉心から漏出し た放射能が艦船から環境に放出されてし まう よ う な

事故の可能性は極めて低い。し かし 、米政府はそのよう な事故のシナリ オを無

視せず、 徹底的な研究を行い、 実際に準備を行い、 対応措置を試し ている 。

・ 米政府による 極めて慎重な分析によれば、 艦船から放射能が放出されても 、影

響は局地的かつ深刻でないも のに止まる 。米連邦政府の基準に照ら し て屋内退

避等が検討される範囲は、 軍艦の至近の、 在日米海軍基地内に十分と どまる 。

・ これは以下の諸要因による 。

○核分裂生成物が環境に放出される には、多重の防御壁を通過し なく てはなら

ないが、放射能の量は、一つ一つの防護壁を通過するごと に著し く 減少する 。

○頑健な多重の防護壁のため、艦船から放射能が放出され得る過程は、爆発の

よ う な力で短時間で起こ る こ と はない。

○放射能が船外に放出されるまでには、乗組員が問題に対応し 、問題を緩和す

る のに必要な時間が十分に存在する 。

・ 陸上の商業炉や海軍の原子炉において、 原子爆弾のよ う な核爆発が起こ る こ

と は物理的に不可能である 。

10． 緊急事態対応計画

・ 米国内の米原子力軍艦の母港等において、屋内退避、避難、ヨ ウ化カリ ウムの

配布と いった公衆に対する 防護措置のための特別な計画はない。

・ 米原子力軍艦は、 移動する こ と が出来る 。

11. 損害賠償

・ 米原子力軍艦の事故に関する訴訟行為について、地位協定が適用されない場合

は、 公船法及び海事請求法が適用され、 米国の主権免除は放棄される 。

・ 合衆国法典第 42編第 2211 条は、無過失責任原則を用いた行政的救済を可能と

する こ と により 、 公船法と 海事請求法を補足する 。

・ 米原子力軍艦の原子炉事故の補償額には法定上の限度はない。
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資料 Ⅵ-12 外国の港における合衆国原子力軍艦の運航に関する合衆国

政府の声明（抄訳）

（ 昭和 39 年８ 月 24 日） [ P62 参照]

１ 合衆国政府は、 合衆国原子力軍艦の原子力推進装置について、 原子炉の設計上の

安全性に関する諸点、 乗組員の訓練及び操作手続が、 合衆国原子力委員会及び原子

炉安全審査諮問委員会によって審査される も のであり 、 かつ、 正式に承認された執

務要覧に定義されている とおり のも のである こ と を保証する 。合衆国政府は、また、

合衆国の港における運航に関連し てと られる 安全上のすべての予防措置及び手続が、

外国の港においても厳格に遵守される こ と を保証する 。

２ 外国の港における合衆国原子力軍艦の運航に関し ては、

ａ 周辺の一般的なバッ ク グラウンド放射能に測定し得る 程度の増加をも たら すよ

う な放出水その他の廃棄物は、 軍艦から排出されない。 廃棄物の処理基準は、 国

際放射線防護委員会の勧告に適合し ている 。

ｂ 寄港期間中、 原子力軍艦の乗組員は、 同軍艦上の放射線管理及び同軍艦の直接

の近傍における環境放射能のモニタ リ ングについて責任を負う 。 もちろん受入国

政府は、 寄港する軍艦に放射能汚染をも たら す危険がないこ と を確認する ため、

当該軍艦の近傍において、 同政府の希望する測定を行う こ と ができ る 。

ｃ 受入国政府の当局は、 寄港中の軍艦の原子炉に係る事故が発生し た場合には、

直ちに通報される 。

ｄ 合衆国政府は、 合衆国原子力軍艦が外国の港において航行不能と なった場合に

は、 その軍艦をサルベージその他の方法により 安全な状態と する責任を負う 。

ｅ 合衆国政府は、 寄港に関連し 、 受入国政府に対し 、 原子力軍艦の設計又は運航

に関する技術上の情報を提供し ない。 し たがって、 合衆国政府は、 原子力軍艦の

原子力推進装置又は運航方法に関する技術上の情報を入手する目的で原子力軍艦

に乗船する こ と を許可する こ と はでき ない。

ｆ 合衆国海軍は、 通常、受入国政府の当局に対し 、少なく と も 24時間前に、 その

原子力軍艦の到着予定時刻及びてい泊又は投錨の予定位置につき 通報する 。

ｇ 合衆国政府は、 もちろん、 受入国政府の代表者による原子力軍艦への慣行的儀

礼訪問を歓迎する 。

ｈ 寄港し ている原子力軍艦に係る原子力事故から生ずる請求であって、 アメ リ カ

合衆国と 日本国と の間の相互協力及び安全保障条約第６ 条に基づく 協定（ 軍隊の

地位に関する協定） の範囲外のも のは、 国際的な請求を一般に認められた法及び

衡平の原則に基づいて解決する こ と についての慣習的な手続に従い外交上の経路

を通じて処理される 。
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資料 Ⅵ-13 エード・メモワール（訳文）

[ P62 参照]

過去幾月にわたり 、 大使館及び外務省の代表者の間で、 合衆国の通常の原子力潜水

艦の日本国への寄港に関する情報交換が行われてき た。 原子力潜水艦は推進系統の相

違を除き 、 現在日本国の港に寄港し ている合衆国海軍の他の艦船と何ら異なる も ので

はなく 、 し たがって、 日米間の安全保障に関する諸取極に基づく 寄港の権利と同一の

権利を享有する も のである 。 それゆえ、 これら の潜水艦の寄港は、 相互協力及び安全

保障条約に基づく 事前協議の対象と はなら ないが、 合衆国政府は、 日本国民の懸念を

承知し ている ので、 こ の権利を行使する に先立って、 日本国政府と こ の問題を討議す

る こ と と し た。事前協議にかかる事項については、合衆国政府は、1960 年１ 月 19 日付

けの日米共同コ ミ ュニケに述べられている とおり 、 日本国政府の意志に反し て行動す

る意図を有し ない。

合衆国は、 原子力軍艦に関する情報の提供に関する法令上及び秘密保護上の制約の

範囲内において、 全面的に協力する見地から 、 可能なあらゆる努力を払い、 かつ、 通

常の原子力潜水艦の安全性、 補償及び関連事項に関する質問に対し て以下に述べられ

ている とおり の回答を行った。

１ ． 安全性及び運航に関する諸点

原子力軍艦は、 百回以上にわたり 外国の港に寄港し たが、 いかなる種類の事故も生

じたこ と はなく 、 また、 これら の寄港は、 すべて、 当該軍艦の安全性についての合衆

国の保証のみに基づいて、 受入国によ り 認められてき た。 通常の原子力潜水艦の安全

性を確保する ために、 それら の建造、 維持、 運航並びに乗組員の選抜及び訓練にあた

っては、 広範囲にわたる 予防措置が執られている 。 通常の原子力潜水艦の原子炉は、

原子爆弾のよう な爆発が起こ ら ないよ う に建造されている 。 これら の原子炉に内装さ

れている 安全装置は、 緊急の際には必ず原子炉を停止するよう になっている 。 通常の

原子力潜水艦のすべての乗組員は、 高度に専門化された訓練を受けており 、 かつ、 高

度の安全基準を厳格に守って作られた運航手続き に厳密に従ってその任務を遂行し て

いる 。 海軍の原子力推進装置の安全運航の歴史は、 これら の予防措置が成功であった

こ と を示し ている 。 通常の原子力潜水艦の運航は、 それに適用される厳重な安全基準

によって、 少なく と も陸上原子炉と同等に信頼する こ と のでき る 安全性を有する も の

と なっている 。

合衆国原子力軍艦の運航の歴史を通じ、 原子炉装置に損害を生じ 、 又は周辺の環境

に何ら かの放射能の危険をも たら し た事故はなかった。

合衆国の通常の原子力潜水艦の外国の港への寄港については、 合衆国の港に寄港す

る場合に適用される 安全基準と同一の安全基準が適用される 。 こ の点に関し 、 日本国

政府は通常の原子力潜水艦が寄港する 日本国の港の周辺における 安全性を考慮する に
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あたり 適切と認める すべての情報を提供する も のと 了解する 。

通常の原子力潜水艦は、 合衆国公衆衛生局及び原子力委員会の両者により 審査され

た合衆国海軍の放射線管理の手続及び基準に従い、 その放射性排出物を安全な濃度水

準及び分量に制限し なければなら ないこ と と なっている 。 通常の原子力潜水艦の液体

排出物は、 日本国の法律及び基準並びに国際基準に完全に適合する も のである 。 多数

の通常の原子力潜水艦が常時出入し ている港において合衆国公衆衛生局係官が行った

広範囲にわたる調査の結果、 通常の原子力潜水艦は海洋生物を含めて周辺の一般的な

バッ ク グラウンド放射能に対し 、 なんら の影響も与えていないこ と が判明し ている 。

通常の原子力潜水艦が寄港し たいずれの港においても 、 放射能汚染は、 発生し たこ と

がない。

使用済み汚染除去剤は、 港内又は陸地の近く では決し て放出される こ と はなく 、 し

たがって、 寄港に関連し て危惧する にあたら ないも のであり 、 また、 既知の漁区の近

傍ではいかなる と ころにおいても放出される こ と はない。 固形廃棄物は、 承認された

手続き に従い、 通常の原子力潜水艦によって合衆国の沿岸の施設又は専用の施設船に

運ばれたのち、 包装され、 かつ、 合衆国内に埋められる 。

1959 年１ 月に艦船局原子力推進部が作成し た合衆国原子力軍艦の放射性廃棄物処理

に関する報告(写し一部は、 日本国政府に提供済みである 。 ) は、 通常の原子力潜水艦

の廃棄物処理及びこれに関する合衆国海軍の指令についての公式のかつ権威ある 資料

である 。

合衆国海軍の指令は、 前記の報告に述べられた諸原則により つつも 、 同報告に掲げ

る合衆国標準局便覧第 52号ではなく て、国際放射線防護委員会及び合衆国標準局便覧

第 69号による 新たな一層厳格な勧告を反映し たも のに改訂されている 。

通常の原子力潜水艦の燃料交換及び動力装置の修理を日本国又はその領海内におい

て行う こ と は考えられていない。

放射能にさ ら された物質は、 通常、 外国の港にある間は、 通常の原子力潜水艦から

搬出される こ と はない。 例外的な事情の下で、 放射能にさ ら された物質が搬出される

場合においても 、 それは、 危険を生ずる こ と のない方法で、 かつ、 合衆国の港におい

てと られる手続に従い行われる 。

通常の原子力潜水艦は、 横須賀及び佐世保に寄港する こ と が予定されている 。 日本

国政府がこれら の港におけるバッ クグラウンド放射能の検査を行いたい場合には合衆

国の当局は、 よろこんで協力する 。

入出港は、 原子動力によって行われる 。 補助動力の使用では、 運航上の安全を確保

する ために十分な操縦性を発揮する こ と ができ ない。 原子炉は、 通常、 てい泊後間も

なく 停止され、 また、 通常、 出港の数時間前に始動される 。

合衆国軍艦の無害通行権を害する こ と なく 、 通常の原子力潜水艦は、 慣行に従い、

通常は、 港へ直接進入し又は港から直接出航する場合に限り 日本国の領海を通過し 、

その際は、通常の航路及び航行補助施設を利用する こ と が留意される 。港への出入は、

通常、 日中に行われる が、 例外的な運航上の必要により 夜間に移動し なければなら な
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いこ と がある かも しれない。 通常の原子力潜水艦が港に出入する際に、 通常の海上交

通を止める必要はない。 通常の原子力潜水艦の移動は、 他の種類の潜水艦以上に、 港

の交通に影響を及ぼすも のではなく 、また、よ り 大型の軍艦より も その影響は少ない。

通常の原子力潜水艦の寄港目的は、 ( a) 乗組員の休養及びレク リ エーショ ン、並びに

( b) 兵たんの補給及び維持にある 。

２ ． 責任及び補償に関する諸点

事故が発生し た場合の補償については、 地位協定の規定に従って措置する も のと す

る 。 地位協定第 18 条第５ 項( a) の規定に基づいて、 1961 年６ 月 17 日の日本国法律第

147号は、同法が日本国の自衛隊の船舶に適用される限度において、通常の原子力潜水

艦に係る原子力事故で、 放射能汚染による疾病を含め負傷又は死亡をも たら し たも の

についての請求の処理に対し ても 、 ひと し く 適用される 。 同様に、 小規模海事損害に

関する 1960 年８ 月 22 日付の交換公文及び 1961 年９ 月５ 日付けの合同委員会合意も 、

また、 通常の原子力潜水艦に適用される 。

前記の地位協定が適用されない場合には、 合衆国原子力軍艦に係る原子力事故から

生ずる請求を解決する ための合衆国の法律と し て合衆国公船法、 合衆国海事請求解決

権限法及び合衆国外国請求法がある 。 公船法及び海事請求解決権限法においては、 海

事法上の法的責任を示すこ と が要求される 。 こ の点に関し て、 公船法の下では、 合衆

国は、 合衆国の軍艦の行為については、 私船の所有者がその船舶の行為に対し て責任

を負う 限度において、 責任を負う こ と が留意される 。 合衆国は対人的訴訟で訴えられ

る こ と ができ 、 また、 合衆国行政府は、 その軍艦の行為に対する公船法に基づく 訴訟

を、 上記の制限以外の金額上の制限なし に、 解決し又は示談にする こ と ができ る 。

海事請求権解決権限法は、 海軍長官に対し 、 百万ドルの額を限度と し て請求を承認

し 、かつ、これに対し て支払う 権限を与えており 、百万ドルをこえる請求については、

一件ごと に歳出承認を求める ため、 議会に報告される こ と と なっている 。 外国請求法

の下では、 解決は、 外国請求委員会により 、 法的責任の立証を必要と する こ と なく 行

われう る が、 合衆国が当該損害を生ぜし めた旨の立証がなければなら ない。 同法によ

れば 1. 5万ドル以下の額の請求については、 三軍の長官が支払う こ と ができ る 。 高額

の請求については、 必要な歳出承認を求める ため、 議会に付託し う る こ と と なってい

る 。

いかなる場合にも 、 前記の地位協定が適用されないと き は、 合衆国政府は、 寄港し

ている 通常の原子力潜水艦に係る原子力事故から生ずる請求を、 外交上の経路を通じ

て処理する用意がある こ と を保証する 。

昭和 39 年８ 月 17 日
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資料 Ⅵ-14 米国原子力潜水艦の本邦寄港について

( 昭和 39 年８ 月 28 日、 外務省情報文化局発表) [ P62 参照]

政府は 28 日、米国の通常の原子力潜水艦がわが国に寄港する こ と は差し支えないと

決定し 、 こ の旨を米国政府に通報し た。 これについて日米両国政府の間で交換された

口上書は別添のとおり である 。

昨年１ 月、ライシャワー米国大使は、通常の米国原子力潜水艦の本邦寄港について、

わが国の意向を打診し てき た。 それ以来、 政府は原子力に対するわが国民の特殊な感

情を考慮し て、 安全性の問題を中心に再三米国政府に照会を行い、 また、 原子力委員

会の見解も徴し たう え、 慎重に検討を行ってき た。 その安全性に確信を得る に至った

ので、 寄港に同意する こ と と し たも のである 。

これによ り 日本に寄港する こ と と なった米国の原子力潜水艦は、 いわゆるノーチラ

ス型の通常の原子力潜水艦であって、 ポラ リ ス型の潜水艦ではない。 またこ の種の原

子力潜水艦の寄港は、 核兵器の本邦持込みと も全く 関係がない。

米国政府は今回重ねて、 安全保障条約の下における事前協議にかかる事項について

は日本政府の意向に反し て行動する こ と はないと 保証し ている 。

わが国は日米安全保障条約によ り 、 日米共同し てわが国の安全を守る こ と を国の基

本方針と し ている 。 従って、 政府は、 こ のよう な米国の原子力潜水艦についても 、 そ

の安全性に確信を得た以上日本の防衛に従事する 米国の他の一般の軍艦と同じよ う に

その寄港を認める こ と は当然である と信じ 、 今回の決定を行ったも のである 。

なお、 今回の決定に先立ち米国政府は、 わが国から の種々の照会に対する回答を覚

書にと り まと め、 あら かじめ日本政府に通報越し ている 。

( 1) 口上書要旨( 昭和 39 年８ 月 28 日､外務省)

外務省は、 米国の通常の原子力潜水艦の日本への寄港に関し 、 日本の港及び領海に

おける 米国の通常の原子力潜水艦の運航に関する 昭和 39 年８ 月 24 日付けの米国大使

館の口上書を、 米国政府の声明と と も に、 受領し たこ と を確認する 。

さ ら に外務省は、 前記の通常の原子力潜水艦の寄港が前記の声明に述べられている

と ころに従って行われる こ と に留意し 、 かつ、 こ の寄港が日本国と アメ リ カ合衆国と

の間の相互協力及び安全保障条約に基づく も のである こ と を考慮し て、 こ の寄港に異

議のない旨をこ こ に確認する 。

( 2) 口上書要旨( 訳文) ( 昭和 39 年８ 月 24 日、 米国大使館)

米国大使館は、 米国の通常の原子力潜水艦の日本への寄港申し入れについての従来

の討議に関し 、 すべての外国港及び外国領海における 米国の原子力軍艦の運航につい

ての米国政府の声明を、 送付する 。

さ ら に、 大使館は、 外務省に対し 、 前記の通常の原子力潜水艦は、 日本の港及び領

海への寄港の場合には、 別添の声明に述べられている と ころに従って運航される こ と

を保証する 。
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資料 Ⅵ-15 米国原子力水上軍艦の本邦寄港について

( 昭和 42 年 11 月２ 日、 外務省情報文化局発表) [ P64 参照]

政府は 11 月２ 日、米国の原子力水上軍艦がわが国に寄港する こ と は差し支えないと

決定し 、 こ の旨を米国政府に通報し た。 これについて日・ 米両国政府の間で交換され

た口上書は別添のとおり である 。

昭和 40 年 11 月、 エンタープラ イズ等原子力水上軍艦が第７ 艦隊に配属になった際

に、 米側よ り 非公式に将来原子力水上軍艦の本邦への寄港が必要と なる かも しれない

旨連絡があった。

その後去る９ 月７ 日在京米大使館オズボーン臨時代理大使が東郷北米局長を訪れ、

米国は原子力空母エンタープライズ等原子力水上軍艦を乗組員の休養及び艦艇の兵站

補給及び維持を目的と し て、 日本に寄港さ せたい旨申し入れる と と も に、 これら軍艦

の日本寄港は安保条約に基づく 事前協議の対象と なる も のではないが、 通常の原子力

潜水艦の場合と同様に、 日本国民の関心を承知し ている ので、 条約上の権利を行使す

る前に日本政府と 本問題を協議し たいと述べた。

政府は安全性確認のため米国政府に照会を行い、 又原子力委員会の見解をも 参考と

し て、 慎重に検討し た結果その安全性について確信を得る に至ったので、 エンタープ

ラ イズ等原子力水上軍艦の本邦寄港に同意する こ と と し たも のである 。

これら の軍艦の本邦寄港は、 原子力潜水艦の場合と同様に核兵器の持込みと は全く

関係がなく 、 米国政府は安全保障条約の下における事前協議に係る事項については、

日本政府の意に反し て行動する こ と はないこ と を今回重ねて明確にし た。

わが国は、 安全保障の基調を日米安全保障条約体制におき 、 米国は安全保障条約に

よ り 日本防衛の義務を負う と と も に、 わが国の安全並びに極東の平和及び安全の維持

のためにわが国において施設・ 区域の使用を認められており 、 従って政府と し ては原

子力水上軍艦についても 、 安全性につき確信を得たので、 米国の他の一般の軍艦と同

様に、 その寄港を認める こ と は当然である と認め、 今回の決定を行ったも のである 。

なお、 今回の政府決定に先立ち、 米国政府はわが国から の種々の照会に対する回答

をエード ・ メ モワールにと り まと め、 あら かじめ日本政府に通報越し ている 。

( 1) 口上書要旨( 昭和 42 年 11 月２ 日､外務省)

外務省は、 米国の通常の原子力水上軍艦の日本への寄港に関する 昭和 42 年 10 月 25

日付けの米国大使館の口上書を受領し たこ と を確認する 。

さ ら に外務省は、 原子力水上軍艦の日本の港及び領海への寄港が米国大使館の前記

の口上書で言及されている 米国政府声明に述べられている と ころに従って行われる こ

と に留意し 、 かつ、 こ の寄港が日本国と アメ リ カ合衆国と の間の相互協力及び安全保

障条約に基づく も のである こ と を考慮し て、 こ の寄港に異議のない旨をこ こ に確認す

る 。

( 2) 口上書要旨( 訳文) ( 昭和 42 年 10 月 25 日、 米国大使館)
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米国大使館は、 米国の原子力水上軍艦の日本への寄港申入れに関し 、 1964 年８ 月 24

日付けの外国の港における合衆国原子力軍艦の運航に関する 米国政府の声明に言及す

る 。

さ ら に、 大使館は、 外務省に対し 、 原子力水上軍艦は日本の港及び領海への寄港の

場合には前記の声明に述べられている と ころに従って運航される こ と を保証する 。


